


序     文 
 

 コロンビア共和国では地域限定的な内戦状態が約 40年にわたり続いていますが、政府は治安回復

対策とともに「非合法組織兵士の投降・社会復帰」を重要課題と位置づけ、その対策を推進してきま

した。そのなかで、投降兵士社会・経済的再統合のための高等審議会を軸として、武器を放棄する人々

による違法活動の停止と「武装集団の社会復帰プログラム」を推進していますが、同プログラムにお

いては、市民としての自身の存在を再建するための基盤は、家族との調和が重要であるという考えか

ら、投降兵士への支援とともに、彼らを受け入れる家族への支援も重要と認識されています。 

 これまでに進められてきた投降兵士社会・経済的再統合のための高等審議会の同プログラムにより、

約 3 万人の集団投降兵士が精神・身体的ケア及び職業訓練等を受けています。また、集団投降兵士以

外にも個別投降兵士が約 1 万人存在しており、同プログラムでは現在約 3,700 名の個別投降兵士につ

いてもケアしています。さらに、これら個別投降兵士の家族（約 3,500 名）に対しても人道的な生活

補助を行っていますが、投降兵士に対する政府主導の対策に比して、その家族に対する支援は、方策

が定まっていないことから脆弱でありました。コロンビア共和国政府は、中･長期的視点から投降兵

士の社会復帰を定着させるためには、投降兵士及びその家族世帯ごとの収入向上を促進していくべき

であるという考え方に基づき、起業・就業支援策等の充実が必要不可欠との認識に至っています。そ

して、2004 年にわが国に対し、関係機関の連携協力体制の強化を主な目的とした協力要請がありま

した。 

本件は 2005 年度案件として採択されたのち、先方政府機関との調整に時間を要しましたが、現地

JICA 事務所を通じて、投降兵士家族のプロファイル分析、協力の枠組みに関する協議を行った結果、

起業については美容、縫製、食品加工等の分野での起業、就業については民間企業への就職、及び公

園整備、プール整備・清掃等の分野でのボゴタ市への就職等をモデルにした投降兵士家族及び受入コ

ミュニティーのための起業・就業支援体制を構築するためのプロジェクトを実施する方向で合意形成

に努めてまいりました。 

係る状況下、2007 年 7 月から 8 月にかけて本プロジェクトの基本的なフレームワークを協議する

ために事前調査を実施し、その実施体制、内容、スケジュール等について協議を行ったうえで、合意

した結果を協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）に取りまとめ、署名・交換を行いました。その

後、現地 JICA 事務所と先方政府機関との間で詳細な協議を行い、合意した結果を討議議事録（Record 

of Discussions：R/D）に取りまとめ、署名・交換を行いました。 

 本報告書は、これら一連の協議結果を取りまとめたものです。 

 ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・コロンビア共和国両国の関係各位に対し、

深甚なる謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。 
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独立行政法人国際協力機構 

経済開発部長 新井 博之 
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第 1 章 事前調査の概要 

 

１－１ 調査の背景・目的 

（１）調査の背景 

 コロンビア共和国（以下、「コロンビア」と記す）では地域限定的な内戦状態が約 40 年にわた

り続いているが、政府は治安回復対策とともに「非合法組織兵士の投降・社会復帰」を重要課題

と位置づけ、その対策を推進してきた。そのなかで、投降兵士社会・経済的再統合のための高等

審議会を軸として、武器を放棄する人々による違法活動の停止と「武装集団の社会復帰プログラ

ム」を推進しているが、同プログラムにおいては、市民としての自身の存在を再建するための基

盤は、家族との調和が重要であるという考えから、投降兵士への支援とともに、彼らを受け入れ

る家族への支援も重要と認識されている。 

 これまでに進められてきた投降兵士社会・経済的再統合のための高等審議会の同プログラムに

より、約 3万人の集団投降兵士が精神・身体的ケア及び職業訓練等を受けている。また、集団投

降兵士以外にも個別投降兵士が約 1万人存在しており、同プログラムでは現在約 3,700 名の個別

投降兵士についてもケアしている。また、これら個別投降兵士の家族（約 3,500 名）に対しても

人道的な生活補助を行っているが、投降兵士に対する政府主導の対策に比して、その家族に対す

る支援は、方策が定まっていなかったことから脆弱である。中･長期的視点から投降兵士の社会

復帰を定着させるためには、投降兵士及びその家族世帯ごとの収入向上を促進していくべきであ

るという考え方に基づき、起業・就業支援策等の充実が必要不可欠との認識に至った。そして、

2004 年にコロンビア政府よりわが国に対し、関係機関の連携協力体制の強化を主な目的とした

協力要請があった。 

本件は 2005 年度案件として採択され、先方政府機関との調整に時間を要したが、現地独立行

政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）事務所を通じて、投降

兵士家族のプロファイル分析、協力の枠組みに関する協議を行った結果、起業については美容、

縫製、食品加工等の分野での起業、就業については民間企業への就職、及び公園整備、プール整

備・清掃等の分野でのボゴタ市への就職等をモデルにした投降兵士家族及び受入コミュニティー

のための起業・就業支援体制を構築するためのプロジェクトを実施する方向で合意形成に努めて

おり、今般協力の基本的なフレームワークを協議するために事前調査を実施する。 

 

（２）調査の目的 

１）投降兵士社会・経済的再統合のための高等審議会、ボゴタ市役所、国立職業訓練学校〔Nat 

ional Training Service(Servicio Nacional de Aprendizaje)：SENA〕及び他の関係機関との

意見交換を通じて、本プロジェクトに関する先方ニーズ、実施体制、カウンターパートの配置、

専門家受入体制の確認を行う。また、併せて本プロジェクト実施の妥当性を検証する。 

２）プロジェクト目標、期待される成果、投入、活動内容、日本側・コロンビア側投入内容、活

動スケジュール等について協議を行う。また、以上の内容を取りまとめて、討議議事録(Record 

of Discussions：R/D)（案）、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：

PDM）、活動計画（Plan of Operations：PO）を作成し、それらの資料を添付したミニッツに、

投降兵士社会・経済的再統合のための高等審議会、ボゴタ市役所、SENA 及び調査団で署名す

る。 
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１－２ 調査の内容 

１）コロンビア側実施体制の確認（政策、施設、予算、人員配置） 

２）プロジェクト目標に関する協議・確認 

３）プロジェクト目標達成に必要とされる成果に関する協議・確認 

４）成果達成に必要となる活動内容に関する協議・確認 

５）想定される日本側投入内容と時期の確認 

６）コロンビア側投入内容の確認 

７）プロジェクトのモニタリング体制の確認 

８）民間企業・公的機関での就業機会（就業先の名称、人数等）の確認 

 

１－３ 調査団員構成 

氏 名 担 当 所 属 先 

榎下 信徹 団長・総括 JICA 専門技術 嘱託 

大塚 和哉 調査企画 JICA 経済開発部 中小企業チーム 

 

１－４ 調査期間 

2007 年 7月 22 日（日）～8 月 2 日（木） 

 

１－５ 調査日程 

日付 曜日 調査行程 

7/22 日 移動（14:00 メキシコシティ発→18:30 ボゴタ着 MX393） 

7/23 月 

8:30～10:00 JICA コロンビア事務所協議 

10:45～11:15 コロンビア外務省表敬 

11:30～12:30 社会活動・国際協力庁表敬 

15:00～15:30 投降兵士社会・経済的再統合のための高等審議会表敬 

15:50～16:50 ボゴタ市表敬 

17:30～18:30 SENA 表敬 

7/24 火 

7:00～12:00 SENA 事業視察（ホテル・観光業、工業、南部） 

14:10～15:10 ボゴタ市事業視察（ボゴタミッション、起業・就業支援） 

移動（18:05 ボゴタ発→18:55 メデジン着 AV9336） 

7/25 水 

8:20～10:20 メデジン市協議（平和と社会復帰プログラム） 

11:00～12:30 事業視察（社会心理支援、起業支援） 

14:30～15:30 SENA 事業視察 

移動（17:30 メデジン発→18:20 ボゴタ着 AV8437） 

7/26 木 

8:45～9:45 米国国際開発庁（United States Agency for International 

Development：USAID）協議 

10:30～11:30 在コロンビアオランダ大使館協議 

11:45～12:30 国際移住機関（International Organization for Migration：IOM）

協議 
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7/26 木 14:40～20:00 高等審議会経済統合部協議 

7/27 金 8:30～15:00 関係機関協議 

7/28 土 9:00～11:00 ボゴタ市事業視察（Santa Rosa 地区） 

7/29 日 資料整理 

7/30 月 
9:00～12:00 関係機関協議 

15:00～16:00 ミニッツ署名 

7/31 火 

8:50～9:30 日本コロンビア商工会議所表敬 

10:00～11:00 市民銀行（マイクロファイナンス）協議 

14:00～15:30 JICA コロンビア事務所報告 

16:00～17:00 在コロンビア日本国大使館報告 

移動（22:55 ボゴタ発→AV020） 

8/1 水 5:30JFK 着、10:00JFK 発 JL007 

8/2 木 12:50 成田着 

   

 

１－６ 調査・協議結果の概要 

（１）コロンビア側実施体制の確認 

１）投降兵士社会・経済的再統合のための高等審議会 

本高等審議会は2006年9月に設置され、内務・法務省が進めてきた「武装集団の社会復帰プ

ログラム」の事業が移管された。同高等審議会は設置法上、いわゆる武装解除（Disarmament）、

動員解除（Demobilization）、投降兵士の社会復帰（Reintegration）のうち、投降兵士の社会

復帰（Reintegration）のみを所管している。同高等審議会の最高責任者であるFrank Pearl

高等審議官はもともと民間企業の役員であった人材であるため、民間セクターとの関係も深い

といわれている。上位に位置する組織戦略は現在策定中であるが、組織的には経済的再統合部

（ビジネスプラン課、雇用課、職業訓練課）、社会的再統合部（社会心理課、教育課、保健課）、

及びコミュニティー部の３つが事業実施部署であり、全国に29ヵ所の支所を設置している。 

同プログラムでは、投降兵士への生活補助、精神的・身体的ケア、及び職業訓練等を行って

いる。 

２）ボゴタ市 

ボゴタ市には「投降兵士支援補完プログラム」があり、内務局が所管している。同プログラ

ムの責任者であるDario Villamizar氏はボゴタ市においては投降兵士支援事業を政策レベル

から草の根レベルまで最も熟知しているといわれる人材である（同氏ももともとは投降兵士）。

ボゴタ市には約1,000名の個別投降兵士が存在するといわれており、同プログラムでは社会支

援事業を展開するとともに、経済的支援事業については、ボゴタミッションプログラム及び起

業支援事業（差別のない企業プログラム）を独自に行いつつ、SENAとも連携している。 

ボゴタミッションプログラムは、10年前の前々市長から開始された事業であり、本年からボ

ゴタ市社会経済研究所が所管している。同プログラムはあらゆる弱者を対象として新しい就業

機会への助走期間として考えられており、1年間のうち6ヵ月間が研修期間、6ヵ月間が雇用期

間（給料は最低賃金63万6,000ペソ/月）となっている。業務としては、公共施設での案内とコ
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ミュニティー管理の支援の２種類の業務がある。公共施設での案内では、国際空港、都市交通

システム（Trens Milenio）の駅、バスターミナル、公園等で市民へのあらゆる案内を行って

いる。また、コミュニティーベースの活動としては小学生の通学の付き添い等を行っている。

いずれも、市民からは非常に好評のようである。同プログラムの2007年の全体予算は150億ペ

ソ（約810万ドル）で16万5,000名が裨益する予定となっている。 

３）SENA 

SENAは全国に約260の職業訓練センターを有する組織であり、職業訓練、就業支援、起業支

援を行っている。職業訓練に関してはSENAの活用以外にも移動式の訓練車両を導入済みであり、

非政府組織（Non-Governmental Organization：NGO）への委託を通じて研修を実施する形式も

存在する。企業内訓練として企業の依頼を受けて実施する研修もある。また就業支援について

は、SENA雇用データベースがあり、ホームページ上で労働市場の需要と供給のマッチングを支

援するシステムが既に存在している。2007年の実績としては、29万5,000名が同雇用データベ

ースに新規登録され、そのうち8万4,000名に雇用の機会が提供されている。起業支援に関して

は、ビジネスプランの作成支援も行っているが、事業資金の調達に際して必要となる保証人の

問題等、事業資金へのアクセスに制約がある。 

投降兵士に対する事業も展開しており、2002～2006年の間に2万4,334名に対する支援を行っ

た実績がある。投降兵士に対しては一般的なビジネスマナーの知識を習得させることも非常に

重要との認識である。 

 

（２）公的機関・民間企業での就業機会 

高等審議会、ボゴタ市ともに投降兵士の就業機会を確保するために様々な努力を行っているこ

とが確認された。ボゴタ市での就業については、上述の「ボゴタミッションプログラム」におけ

る支援があり、民間企業での就業に関しては、SENAがもっている雇用情報の活用もさることなが

ら、ボゴタ市のスタッフもスーパー〔カルフール（CARREFOUR）、EXITO〕等を回って就業機会を

模索しており、数自体は少ないが実績をあげつつある。 

 

（３）メデジン市での経験 

メデジン市での投降兵士の受け入れは2003年6月に開始され、当初は市長の強いコミットメン

トの下、市役所が投降兵士への生活補助、社会・心理学的支援、社会復帰支援を実施してきた。

現時点において4,130名に対する支援を実施している。社会復帰支援については、最初に公的機

関（清掃、機器メンテナンス、公園整備等）で試行的に雇用機会の場が提供される仕組みがあり、

その後企業への就業となるが、約50社とパートナーシップ関係があり、企業側も極めて協力的で

ある。メデジン市では1人のソーシャルワーカーが約120名の投降兵士をケアしている点も重要で

ある。また、起業については、機会銀行が380万ペソまでの融資を行っているが、基本的に市中

銀行は投降兵士への融資に興味を示していないので、市役所にて独自の融資スキームを設置する

計画もある。 

さらに、労働市場では高校を卒業していないと就業機会が極端に減少してしまうので、希望者

には比較的短期間で高校の卒業資格を授与する制度も存在する。 
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（４）ドナーの取り組み状況 

2003年に結成されたドナー会合（G-24）の中に投降兵士社会復帰部会が存在する。今回訪問し

た援助機関の活動は以下のとおりである。 

１）USAID 

USAIDは主に集団投降兵士に対する支援（法的プロセス、モニタリング、再統合）を実施し

ており、予算規模は2005年から3年間で800万ドルほど投入している。また、都市部ではSENA

等研修実施機関と協力して、資格認証制度の構築をめざしている。一方、農村部ではエタノー

ル生産プロセスへの参入等農業分野での支援を行っているが、土地の確保が大きな制約要因に

なっている。民間セクターとの連携が今後は重要になると考えている。 

２）オランダ大使館 

オランダ政府による援助の重点分野は環境保全、平和構築、民間セクター開発である。当該

分野では、2年間のプロジェクトを通じて個別投降兵士を対象とした投降兵士レファレンス・

オリエンテーションセンター〔Centre for Refference and Opportunity（Centro de Referencia 

y Oportunidad）：CRO〕を設置し、同投降兵士の社会復帰のための支援を実施してきた（予算

規模は2年間で200万ユーロ）。現在、オランダ人コンサルタントが新しいプロジェクトの案件

形成を行っており、200万ユーロ規模の案件を実施予定である。プロジェクト実施にあたって

はIOMと連携している。 

３）IOM 

情報システムの整備を通じて投降兵士のフォローアップ・評価を行う枠組みを構築すること

に対して支援を行っている（同情報システムは2007年中にコロンビア政府に移管予定）。コロ

ンビアでは80%の起業が失敗するとされており、慎重な対応が必要との認識である。複数の民

間企業が投降兵士の社会的・経済的再統合に関心を示しているが、特に中小企業に関してはそ

もそも政府の支援制度があまりないことから、投降兵士の就業によって何らかの支援を受けら

れれば、Win-Winの関係が構築できると考えている。 
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第 2 章 総 括（団長所感） 
 

１．案件の妥当性について 

現ウリベ政権は、最重要政策として「武装集団の社会復帰プログラム」を遂行中であり、2006 年 9

月からは新たに大統領府に「投降兵士の社会・経済的再統合のための高等審議会」を設置し、その対

策を強化した。投降兵士数は集団・個別合わせると 4 万 2000 名を超えており、同審議会のリーダー

シップにより、同兵士の社会復帰支援が本格化している。そして社会復帰のための生活費支援ととも

に関係機関の協力の下に起業・就業の促進が図られている。一方、コロンビアの国際アピールに基づ

き、同紛争問題に対する支援として 2003 年に G-24 というドナー・グループ（日本も参加）が結成さ

れ、各ドナーの支援も活発化している。復帰支援の強化にあたって最近、話題になってきたのが兵士

の家族、特に兵士の伴侶に対する支援である、すなわち、社会復帰するには彼等のみへの支援では十

分ではないとの認識の下に、上記審議会は家族への支援に取り組み始めたところである。係る動きを

踏まえ、JICA コロンビア事務所は援助重点分野のひとつに「平和構築」を掲げ、本件を優先案件と

して要請してきた背景がある。投降兵士の家族への支援は、コロンビアとしても新しい試みであるが、

諸般の状況から挑戦的プロジェクトとして時機を得たものとして評価される。 

 

２．案件の特徴と協力の意義について 

コロンビアの内戦状態は 40 年も続いており、その間の死者は 50万人、国内難民 300 万超と語られて

いる。殺人という行為が人間の罪悪感を麻痺させ、その悪循環のなかでもはや暴力は当国の精神的風

土かと思われるほどに至った。暴力を許容してきた心理現象はあらゆる社会構造を蝕み、この現象に

ストップをかける妙案など簡単に見いだせるものではない。その“圧倒的事実”に立ち向かったとき、

また個人の“極度の無力感”に打ちひしがれるものである。本プロジェクトの立ち上げに際して正直

なところ、その思いが拭えなかったが、絶望からは又何も生まれないことも国際協力の現場はとくと

語っているのである。実は、限りない挑戦かと観念している矢先、今回の調査で訪れた一現場でその

観念を打ち破るほどの衝撃的場面に出会った。投降兵士がモーターバイクの修理工場の起業家として

働いている現場を訪れたときのことである。ゲリラから投降した次の彼の言葉には千金の値があった。

『絶望の日々であったが、メデジン市が提供してくれた「平和と和解プログラム（PROGRAMA PAZ y 

RECONCILIACION）」を信じ、そのプログラムの教えに従った結果、私は救われた。信じることの大切

さを教わった。市には大変感謝している』。小さいが整理がよく行き届いた工場の一デスクで語る彼

の笑顔は、屈託がなく過去の暗さなど微塵も感じられなかった。彼の左脚が義足であることに気づい

たのは、自ら誇るがごとくズボンを捲ったからであった。病んだ精神があると同時に高邁な精神もこ

こ、コロンビアには満ち溢れている（と信じたい）。本プロジェクトも彼のような社会復帰の姿をい

くつカウントすることができるのか？でも、協力する側がその可能性に疑念をもっては双方救われな

い（すなわち、プロジェクトの拠り所がない）。圧倒的事実にたじろぐことなく、信じて前進する以

外に道はない。その道が必要であり、いかに価値あるものであるかを彼の存在が証明してくれたよう

な思いであった。 
 

３．案件の留意事項について 

（１）実施体制 

本案件は投降兵士の家族（伴侶）の起業・就業に焦点を合わせたプロジェクトであり、それ以
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前のプロセスである対象者のプロフィル分析や次の研修・訓練段階についてはプロジェクト目標

の対象外である。すなわち、一連の連鎖業務が円滑に流れるとの前提で、出口である起業・就業

段階への活動・成果に指標を絞っている。今次の調査では、各段階の関係機関（大統領府高等審

議会、ボゴタ市、SENA ほか）の役割・責任を明確にし、モニタリング・メカニズムを確立する

ことによりシステムとして遺漏なきよう配慮することで一応合意した。ともかく、以上のごとく

関係機関が多岐にわたっていることから、一連のプロセスが円滑に動くか否かが成果への鍵であ

り、その前提が崩れたのでは本案件はワークしない。ボゴタ市は既にボゴタミッションプログラ

ムという市民向け活動のなかで独自に投降兵士への支援を着手しており、SENA は国の職業訓練

機関としてその活動は確固としたものがある。これら機関との相互連帯関係の下、円滑なプロジ

ェクト運営・管理を図るには、カウンターパートとした高等審議会の調整能力が大きく求められ

ることとなる。それ次第でプロジェクトの成否が左右されると申しても過言ではない（後述する

メデジン市において顕著な成果が上がっているのは同市の熱意にもよるが、民間セクターへのア

クセスも含め各プロセスのマネージメントがすべて同市のイニシアティブにあることが大きく

寄与している）。なお、ボゴタ市長が今年１２月に交代することもプロジェクトの動向として要

観察である。 

 

（２）起業・就業支援のための優遇策 

プロジェクト目標を達成するには、常識的には行政的配慮でそのための特別融資枠や就業優先

枠などを設けることが考えられる。調査団派遣前の対処方針会議でもその必要性の認識が大勢を

占めたが、今次の調査でその困難性が複雑な背景から生じていることが確認された。先方もその

重要性は理解したが、同措置を講じることによるマイナスのインパクトについて実態を踏まえ次

のように説明してくれた。「投降兵士の家庭が属するコミュニティーは元来、貧困を抱えた社会

的弱者の集団である。例えば、兵士の暴力による国内難民も含まれことが想定されるし、社会的

差別を受けていると感じている人々も多い。その状況下で、投降兵士に加え彼らの家族にまで優

遇策をとることは、所属コミュニティーの理解が到底得られない。得られないどころかコミュニ

ティー内の不和をもたらし、逆に所期の目的である投降兵士の社会復帰が滞ることになる」。そ

の説明を前にして調査団としても反論できる状況ではなかった。思案の揚げ句、（５）のモデル

構築に述べるように組織活動としてのサステナビリティにフォーカスするのが妥当ではないか

との考えに帰結した。評価として、定量的よりも定性的視点がより重みをもつこととなる。 

 

（３）ターゲット・グループ 

当初のプロジェクト・デザインは投降兵士の家族のみがターゲット・グループとされていたが、

所属コミュニティーも同グループに加えたのは上記３．（２）の背景からである。すなわち、投

降兵士の伴侶等に訓練の機会を与え、起業・就業の支援を施すにはコミュニティーの理解と共同

参加が必要とされ、その配慮なくして彼らの平穏な社会復帰の道はあり得ないとの理解である。

プロジェクトへの負の影響を避けるためにあえて配慮された措置である。本来、積極的にコミュ

ニティー強化を狙った活動あるいは成果がデザインされたプロジェクトではないので、モニタリ

ングや評価など案件の運営・管理にあたってはその経緯に留意する必要がある。 
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（４）投 入 

本プロジェクトが、コロンビア及び JICA にとって優先度の高い案件ということに異論はない

が、協力内容に関してはわが国に経験と知見が蓄積されている分野とはいいがたい。しかも既述

したように業務のフローと関係機関が複雑であり、そのコーディネーションは容易でないことが

想定される。したがって、協力の際の投入として予定されている長期専門家の人選にあたっては、

以上のような背景を踏まえて慎重に行う必要がある。 

 

（５）モデル構築 

プロジェクト・デザイン上では、成果として「起業・就業モデルが構築される」となっている

が、優遇策の見通しが立たないなかで一体どれだけの数値が結果として意味をもつのか、甚だ心

もとない。そもそも投降兵士の家族とコミュニティーに受益者を絞ったプロジェクトなどどこに

もなく、初めての試みにボゴタ市で挑戦してみようというのがまさにこの案件である。しかもカ

ウンターパートは大統領府とはいえ、同府は政策・調整機能のみで実務機関ではない。実務を担

うのはボゴタ市であり、SENA であり、更には NGO や商工会議所なども関係する。これだけ多数

の関係者を一目標に向けて横並びにするだけでも至難の業である。したがって、モデル構築の真

意は「家族への支援が将来にわたって組織的に対応できるメカニズムが確立される」として、制

度のサステナビリティを視野に入れたほうが得策と思われる。その結果が「ボゴタ・モデル」と

して他地域に展開されるほどの評価が得られることを期待したい。 

 

４．他機関の活動について 

（１）メデジン市（ボゴタ市以外の現場として訪問した市） 

メデジン市はボゴタ市に先駆けて 2003 年から投降兵士の社会復帰に取り組んでおり、「メデジ

ン・モデル」としての評価を得つつある（ドナー機関の USAID や国際機関の IOM 等からの評価も

高い）。同市は 1990 年代前後、世界で最も殺人の多いことで知られたが、今や“恐怖から希望”

の市へ変貌しつつある（6,341 人/1991 年→696 人/2006 年、同市の資料）。この変化は市と市民

が連帯して平和活動に取り組んだ結果であり、2004 年からは「平和と和解プログラム」を掲げ、

投降兵士の社会復帰を図っている。このプログラムで 2006 年までの全投降兵士の 13％（4,130

名）が恩恵に与かっている。メデジン市の取り組みについて感じたことは、社会復帰に必要な単

に投降兵士への生活支援などの処方にとどまらず、徹底してプログラムの必要性を市民にも啓発

し、社会復帰への理解を求めたことである。病んだ社会構造には偏見と差別が横臥している。そ

の偏見と差別を払拭していかないと、彼ら投降兵士の社会・コミュニティへーの受け入れに平穏

さは期待できない。「メデジン・モデル」は社会復帰に何が必要か、その答えを物理的、精神的

両アプローチから教唆しているように思われた（訪問したワークショップや SENA の訓練現場で

も、3年の経験と実績が彼らとの信頼関係となって現れていることを感じた。彼らの表情は明る

く、笑いがあり、発言も活発であった。実にボゴタ市の現場と対照的であった）。 

 

（２）ドナー機関等 

今次の調査では USAID、在コロンビアオランダ大使館、IOM を訪問したが、いずれも人権問題

や平和構築の協力テーマに関心が高く、援助への姿勢が明確だという印象を受けた。USAID では
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経験上、コロンビアのプロジェクト・コーディネーションが弱いので、いかにサステナビリティ

のある協力にするか、また民間セクターとの連携強化が重要である等のアドバイスがあった。ち

なみに投降兵士の社会復帰支援に現在、USAID は 800 万ドル（3 年間）、オランダは 300 万ドル  

（2 年間）を投じている旨説明があり、いずれも IOM との連携が図られていた。数字上からもそ

の熱意のほどが実感された。 

 

５．今後のスケジュールについて 

今次の事前調査では文書による完全な合意が確認されるまでには至らなかった。その理由は関係機

関が多く、協議時間に不足が生じたこと及びコロンビア側のリーガル・マインドが高かったことに起

因する。しかしながら、調査団としてはコロンビア側の真摯な対応と曖昧さを許容しない姿勢は、む

しろ今後協力を開始するに際しての理解の共有という意味で大変有意義であったと考えている。 

ミニッツの最終バージョン、R/D署名、協力開始に至るタイム・テーブル及びその間に処理すべき

ことについては当地JICAコロンビア事務所と協議・確認したところ、年内の協力開始に向けてそのラ

インで進めることとしたい。 
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付 属 資 料 

 

1．調査結果一覧 

2．主要面談者リスト 

3．M/M（英語、スペイン語） 

4．R/D（英語、スペイン語） 

5．ボゴタ市における投降兵士家族現況調査報告書（英語版）（JICA コロンビア事務所作成） 

6．投降兵士社会復帰調査報告書（在コロンビアオランダ大使館作成） 



 
投降兵士家族及び受入コミュニティーのための起業・就業支援プロジェクト    

事前調査 調査・協議結果 
調査項目 過去の調査結果、現状、及び課題 対処方針（案） 調査・協議結果 

 
 I  事前評価調査の実施 

１． 調査の背

景 

・ 2004 年 8 月要請書接受。2005 年度案件

として採択（ただし、予算上の制約により

事前調査の実施は 2006 年度に持ち越

し）。 

・ 2006 年度から JICA コロンビア事務所を

通じて本件の要請機関である内務・法務

省と協議を開始し、2006 年 9 月に案件調

査票が先方から再提出され、本件の裨

益対象者がボゴタ市に居住する個別投

降兵士の家族、受入コミュニティーにな

ることが明確となる。 

・ 同じく 2006 年 9 月に大統領府に「投降兵

士社会・経済的再統合のための高等審

議会」が設置され、内務・法務省が所管

していた「武装集団の社会復帰プログラ

ム」が同審議会に移管される。よって、本

件のカウンターパート機関も同審議会と

なる。 

・ 2006 年 12 月～2007 年 1 月にかけて、

JICA コロンビア事務所を通じて、関係者

（社会心理士、ソーシャルワーカー、生産

プロジェクトアドバイザー、投降兵士、投

降兵士家族等）の参加を得てワークショ

ップを開催し、投降兵士家族のプロファ

イル分析を行った。 

・ 主な分析結果は以下のとおり。 

１）投降兵士家族の 9 割は専業主婦。 

２）投降兵士家族の 8 割は 30 歳以下で 84%

が子持ち。 

３）投降兵士家族の 65%が中学/高校以上の

教育修了（読み書き可能）。 

４）訓練コースとしては、主にパソコン、美

容、縫製・洋裁、製パン、料理分野の受講を

希望。 

５）訓練コース受講にあたっては子どものケ

ア、交通費の捻出が課題。 

・以上の分析結果を受けて 2007 年 2 月から

JICA コロンビア事務所を通じて、同高等審

議会と本件の概要について意見交換を開始

し、本資料 II プロジェクトの概要とする方向

で合意に努めている。 

 

  

２． 調査の目

的 

 １）投降兵士社会・経済的再統合のための

高等審議会、ボゴタ市役所、国立職業訓練

学校（SENA）及び他の関係機関との意見交

換を通じて、本プロジェクトに関する先方ニ

ーズ、実施体制、カウンターパートの配置、

専門家受入体制の確認を行う。また、併せ

て本プロジェクト実施の妥当性を検証する。 

 

２）プロジェクト目標、期待される成果、投

入、活動内容、日本側・コロンビア側投入内

容、活動スケジュール等について協議を行

う。また、以上の内容を取りまとめて、R/D

（案）、PDM、PO を作成し、それらの資料を

添付したミニッツを、投降兵士社会・経済的

再統合のための高等審議会、ボゴタ市役

所、SENA 及び調査団で署名する。 

 

 

・ PDM の指標、外部条件、PO を除く事項

について先方と協議し、その内容をミニ

ッツに取りまとめたうえで、高等審議会、

ボゴタ市、SENA 及び調査団間で署名を

行った。ただし、ミニッツの別紙について

は先方から法務担当部署の承認が必要

との指摘があったため 、「 Preliminary 

Version」と明記した。 

 

１．調査結果一覧 
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投降兵士家族及び受入コミュニティーのための起業・就業支援プロジェクト    

事前調査 調査・協議結果 
調査項目 過去の調査結果、現状、及び課題 対処方針（案） 調査・協議結果 

 

II. プロジェクトの概要 

１． プロジェク

ト名 

・ 要請書では「コロンビア投降兵士家族に

対する職業訓練及び起業支援プロジェク

ト」。 

・ 以下の理由により「コロンビア投降兵士家

族及び受入コミュニティーのための起業・

就業支援プロジェクト」とすることを説明

し、了承を得る。 

 

・ コロンビア事務所を通じて先方の要望を確

認したところ、プロジェクトの対象者は投降

兵士家族だけではなく、同投降兵士家族

を受け入れるコミュニティーも含まれるた

め。 

 

・ 本件は、投降兵士家族、及び受入コミュニ

ティーの起業・就業を支援する体制構築に

力点が置かれており、職業訓練について

は既に実施されている訓練コースの利用

を想定しているため。 

 

・ 「投降兵士家族及び受入コミュニティーの

ための起業・就業支援プロジェクト」とする

ことで合意。 

 

・ 先方から本プロジェクトのメインの対象地

域がボゴタとなっていることから、プロジェ

クト名に「ボゴタ」を入れるべきとのコメント

があったのに対して、当方からは本プロジ

ェクトではあくまでもボゴタ市にてパイロット

的に事業を実施し、プロジェクトにて構築さ

れた起業・就業支援モデルをボゴタ以外の

地方自治体と共有することを念頭に置い

ているので、プロジェクト名に「ボゴタ」を入

れることは適当ではないと回答した。最終

的にはプロジェクト名から国名を削除する

ことで合意。 

２． プロジェク

ト目標 

・ 要請書では「社会復帰者をめざす者の

家族が、小規模事業を起業・運営できる

ようになる」。 

・ 「投降兵士の家族及び受入コミュニティー

構成員の起業・就業が促進される」とする

ことを説明し、了承を得る。 

 

・ 対処方針案のとおり。 

 

３． 成 果 ・ 要請書では以下のとおり。 

１）小規模企業に必要な知識・技術を身につ

ける（研修）。 

２）融資制度に関する知識を身につける。 

３）商品の適切な流通制度について確認で

きる。 

４）小規模企業後のアドバイスを受けること

ができる。 

５）プロジェクト成果がガイドライン（事例集）

としてまとめられる。 

 

・ 以下のとおりとすることを説明し、了承を得

る。 

１）投降兵士家族及び受入コミュニティーに対

する起業支援体制が構築される。 

２）投降兵士家族及び受入コミュニティーに対

する就業支援体制が構築される。 

３）訓練コース修了者の追跡調査の結果をコ

ース内容にフィードバックする体制が構築され

る。 

４）ボゴタ市において、投降兵士家族及び受

入コミュニティーの起業・就業モデルが構築さ

れる。 

 

・ 成果３）を「訓練コース修了者の追跡調査

の結果をフィードバックする体制が構築さ

れる。」に変更 

 

・ 先方から同調査結果のフィードバックはコ

ース内容のみに限定しないとのコメントが

あったため変更したもの。 

 

４． 活 動 ・ 要請書では以下のとおり。 

1.1 啓発と動機づけに係る研修を実施する

（ジェンダー研修含む）。 

1.2 職業訓練（食品加工・縫製等）を実施

する。 

1.3 事業運営に係る研修を実施する。 

1.4 研修に係るモニタリング活動を行う。 

 

2.1 小規模起業（マイクロファイナンス・法

的手続き）に係る研修を実施する。 

2.2 融資制度のモニタリング活動を行う。 

 

3.1 流通経路に関する調査を実施する。 

3.2 現況の流通経路の改善点を明確化す

る。 

3.3 地域・業種ごとの流通経路に関する研

修を行う。 

 

4.1 商品化に係るアドバイスを行う。 

4.2 事業運営についてのアドバイスを行 

う。 

4.3 小規模企業経営に関する情報を提供

する。 

 

5.1 各活動の評価を実施する。 

5.2 各成果に係る事例集を作成する。 

5.3 小規模企業支援のためのガイドラインを

・ 以下のとおりとすることを説明し、了承を

得る。 

1.1 （SENA、NGO 等が）起業のための訓練コ

ースを実施する（必要に応じて対象者プ

ロファイル分析、訓練ニーズ調査、経済

活動状況調査を実施）。 

1.2 （高等審議会、ボゴタ市、SENA が）訓練コ

ース修了者の組織化及びビジネスプラ

ン（生産プロジェクト）づくりを支援する。

1.3 （高等審議会、ボゴタ市、SENA が）訓練コ

ース修了者がマイクロファイナンスにア

クセスできるよう支援する。 

1.4 （高等審議会、ボゴタ市が）小規模事業に

係る訓練コース修了者との契約を促進

する。 

 

2.1 （SENA、NGO 等が）就業のための訓練コ

ースを実施する。 

2.2 （SENA が）訓練コース修了者を SENA の

雇用バンクに登録し、就業支援を行う。

2.3 （ボゴタ市が）訓練コース修了者に対して

ボゴタ市公共機関向けの就業支援を行

う。 

2.4 （高等審議会が）商工会議所との連携に

より、コース修了生の就業支援を行う。

 

3.1 （高等審議会、NGO等が）訓練コース修了

・以下のとおりとすることで合意。修正箇所は

下線部参照。 

1.1 （SENA、NGO 等が）対象者プロファイル分

析、訓練ニーズ調査、経済活動状況調

査後、起業のための訓練コースを実施

する。 

1.2 （高等審議会、ボゴタ市、SENA が）訓練コ

ース修了者の組織化及びビジネスプラ

ン（生産プロジェクト）づくりを支援する。

1.3 （高等審議会、ボゴタ市、SENA が）訓練コ

ース修了者がマイクロファイナンスにア

クセスし、零細・小規模事業を立ち上げ

られるよう支援する。 

1.4 （高等審議会、ボゴタ市、SENA が）訓練コ

ース修了者によって立ち上げられた零

細・小規模事業が民間セクター及び公

的機関と商業上の関係を構築できるよう

支援する。 

1.5 （高等審議会、ボゴタ市、SENA が）零細・

小規模事業者に技術的なアドバイスを

行う。 

 

2.1 （SENA、NGO 等が）就業のための訓練コ

ースを実施する。 

2.2 （SENA が）訓練コース修了者を SENA の

雇用バンクに登録し、就業支援を行う。

2.3 （高等審議会、ボゴタ市が）訓練コース修
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作成する。 

 

者の追跡調査を行う。 

3.2 （高等審議会、NGO等が）訓練コース修了

者に対してフォローアップを実施する。 

3.3 （高等審議会が）追跡調査の内容をコー

ス内容にフィードバックする。 

3.4 （SENA、NGO 等が）訓練コース修了者に

対して必要に応じた補完訓練を実施す

る。 

 

4.1 （高等審議会、ボゴタ市が）プロジェクト

の経験を基に、ボゴタ市における投降兵

士家族及び受入コミュニティーの起業・

就業のためのモデルを提案する。 

4.2 （高等審議会が）プロジェクトの経験を他

の市町村とも共有し、ボゴタ市の投降兵

士家族及び受入コミュニティーの起業・

就業モデルを普及する。 

 

了者に対してボゴタ市の中央政府及び

地方政府の公共機関向けの就業支援を

行う。 

2.4 （高等審議会、ボゴタ市が）訓練コース修

了者に対して商工会議所等の組織を通

じて民間セクターでの就業支援を行う。

 

3.1 （高等審議会、NGO等が）訓練コース修了

者の追跡調査を行う。 

3.2 （高等審議会が）追跡調査の内容をコー

ス内容にフィードバックする。 

3.3 （SENA、NGO 等が）訓練コース修了者に

対して必要に応じた補完訓練を実施す

る。 

3.4 （高等審議会、NGO等が）訓練コース修了

者に対してフォローアップを実施する。 

 

4.1 （高等審議会、ボゴタ市が）プロジェクトの

経験を基に、ボゴタ市における投降兵士

家族及び受入コミュニティーの起業・就業

のためのモデルを提案する。 

4.2 （高等審議会が）プロジェクトの経験を他

の地方自治体とも共有し、ボゴタ市の投

降兵士家族及び受入コミュニティーの起

業・就業モデルを普及する。 

 

５． 日本側投

入 

・ 要請書では以下のとおり。 

 

１）長期専門家 1 名（プロジェクトコーディ

ネーター）  

２）短期専門家（職業訓練講師） 2 名/年 

３）現地国内研修実施経費 

４）現地コンサルタント、NGO 傭上費等 

・ 以下のとおりとすることを説明し、了承を

得る。 

１）日本人長期専門家（業務調整／起業・就

業支援） 1 名ｘ3 年 

 

２）日本人短期専門家（起業・就業支援） 必

要に応じて 

  短期専門家については第三国専門家の投

入の可能性も説明する。 

 

３）カウンターパートの本邦又は第三国におけ

る研修 3 名ｘ3 回程度 

  本邦研修は先方が希望する研修内容によ

っては本邦にリソースが存在しない可能性も

あり、その場合、本邦研修は実施しない旨説

明する。 

 

４）現地コンサルタント、NGO 傭上費 

５）訓練コース用教材作成費等の現地活動費

６）当該分野の訓練コース実施に要する資

機材 

 

・ カウンターパート研修の内容及び供与機

材のリストについては、先方から明確な

要望がなかったことから、本年 9 月まで

に文書にて要望書を提出するように依頼

した。 

 

・ 供与機材としてプロジェクトの活動に用い

る車両も想定していたことから、先方（高等

審議会）に車両の供与にあたっては、運転

手、ガソリン代、保険代、メンテナンスコス

ト等の負担が担保されることが前提条件で

ある旨説明したところ、先方にてこれらコス

トの負担可否を検討のうえ、その結果を

JICA コロンビア事務所に回答することとな

った。よって、車両の供与については同回

答を踏まえたうえで決定することとする。 

６． コ ロ ン ビ

ア側投入 

・要請書では以下のとおり。 

 

１）カウンターパート（内務省及び関連 NPO）

２）対象家族の宿泊場所及び食費（研修実

施期間中） 

３）執務スペース 

４）マイクロファイナンス資金 

・ 以下の先方投入状況、準備状況を確認

する。 

１）プロジェクト実施に要する事務所、実習場、

教室及びインストラクター 

２）プロジェクト実施のためのカウンターパート

人員（統括責任者、実施責任者、カウンター

パート候補者の氏名、役職を確認する） 

３）日本人専門家用執務室 

４）プロジェクト実施に要する事務職員及び事

務機器 

５）プロジェクト実施に要する予算の確保 

・ 先 方 から事 業 実 施 に必 要 な資 機

材 ・ローカルコストの確 保 、カウン

ターパート以 外 の人 員 配 置 （秘

書 、運 転 手 等 ）は予 算 上 ・規 定 上

の制 約 のなかで実 施 されるとの強

い主 張 があった点 留 意 を要 する。 

 

・ 日本人専門家用の執務室が高等審議会

本部に確保されることを確認した。 

 

・ カウンターパートの人員を以下のとおり

確認した。 

統括責任者：Dr. Frank Pearl（高等審議官） 

実施責任者：Ms. Maria Isabel Agudelo（高

等審議会経済的再統合部長） 
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カウンターパート 

（高等審議会） 

Mr. Carlos Andres Henao（ボゴタ市担当） 
Ms. Luz Fabiola Bonilla（就業担当） 
Mr. Juan Rodrigo Bohorquez（コミュニティー担

当） 

（ボゴタ市） 

Mr. Juan Manuel Ospina（内務局長） 
Mr. Dario Villamizar（投降兵士支援補完プロ

グラム責任者） 

Ms. Ana Gomez Romero（投降兵士支援補完

プログラム担当） 

Mr. Dionisio Henriquez（投降兵士支援補完プ

ログラム担当） 

Ms. Ines Elvira Roldan（社会経済研究所所

長） 

Ms. Rosario Calle（ミッションプログラム責任

者） 

（SENA） 

Ms. Adriana Martin Estebol（就業部アドバイザ

ー） 

Ms. Luz Stella Cardelon（就業部担当） 

Mr. Juan Pablo Gutierrez（ボゴタ市投降兵士

支援プログラム担当） 

 

７． 開始時期 ・ 要請書では、2005 年 10 月開始。 ・ プロジェクト開始までのスケジュール案を

以下のとおり説明し、了承を得る。 

7 月：事前調査実施（ミニッツ署名） 

8 月：R/D 署名 

10 月：長期専門家公募 

1 月：長期専門家赴任（プロジェクト開始） 

・ プロジェクト開始までのスケジュール案

について以下のとおり合意。 

8月：事前調査ミニッツの別 紙 確 定 （事 務

所 と先 方 とでミニッツ署 名 ）、R/D

検 討 、署 名 （事 務 所 、先 方 ） 

9月 ：A1フォーム取 付 、研 修 内 容 、供

与 機 材 リストの要 望 書 取 付  

10月 ：長 期 専 門 家 公 募 手 続 き 

12月  専 門 家 派 遣 前 研 修  

1月 ：長 期 専 門 家 赴 任 （プロジェクト開

始 ） 

 

８． プロジェク

ト期間 

・ 要請書では 5 年間。 ・ プロジェクトの内容に鑑み、3年間が適当

と考えられるので、その旨説明し、了承

を得る。 

 

・ 対処方針案のとおり。 

 

９． モニタリン

グ体制 

 ・ 日本とコロンビア合同でプロジェクトのモ

ニタリングを行うために合同調整委員会

(Joint Coordinating Committee：JCC)を

設置することを説明し、了承を得る。 

 

・ 本プロジェクトは関係機関が多岐にわた

ることから、JCC とは別に成果ごとに進

捗状況の確認、課題の検討等を目的と

したワーキング・グループ（長は高等審

議会）を設置することを説明し、了承を得

る。 

 

・ JCC の設置については対処方針案のと

おり。 

 

・ ワーキング・グループの長は高等審議会

の経済的再統合部長（若しくは同部長が

任命）とし、プロジェクト全体でひとつのワ

ーキング・グループを設置することとなっ

た。メンバーは9 月までにコロンビア側のイ

ニシアティブにて決定されることで合意。ま

た、民間セクターからの参加も必要との認

識から民間セクターからの招待もあり得る

旨ミニッツに明記した。 

 

１０． 各機関の

役割 

 ・各機関の役割について以下の内容を確認

し、ミニッツに記載する。 

 

１）投降兵士社会・経済的再統合のための高

等審議会の役割 

 

ア） 必要に応じて、投降兵士家族のプロファ

イル分析及び訓練ニーズ調査の実施を

調整及び監督する。 

・以下のとおりとすることで合意。修正箇所は

下線部参照。 

 

１）投降兵士社会的・経済的再統合のための

高等審議会の役割 

 

ア)投降兵士家族のプロファイル分析及び訓

練ニーズ調査の実施を調整及び監督す

る。 
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イ） 必要に応じて、研修実施機関による受入

コミュニティーの経済活動調査の実施を

監督し、その結果と 1）ア）とのマッチング

を行う。 

ウ） 投降兵士家族及び受入コミュニティー構

成員に対する訓練前オリエンテーション

をデザインする。 

エ） 投降兵士家族からの訓練候補生の選定

を投降兵士オリエンテーションセンター

（CRO）に実施させると同時に、受入コミ

ュニティーからの訓練候補者選定のため

にボゴタ市内務局と調整する。 

オ） 投降兵士家族及び受入コミュニティー構

成員のためのマイクロファイナンス特別

枠を確保する。 

カ） 商工会議所などとの連携による訓練後

の投降兵士家族及び受入コミュニティー

構成員の就業を支援する。 

キ） 訓練コース修了者の追跡調査・フォロー

アップ実施を調整及び監督する。 

ク） プロジェクトでの経験を通じて、投降兵士

家族及び受入コミュニティー構成員への

起業・就業モデルを構築する。 

ケ） 上記のモデルを全国レベルで、集団・個

別投降兵士の家族（配偶者、子弟）を対

象として普及する。 

コ） 投降兵士と家族の社会的・経済的再統

合を促進する法的枠組みを形成する。 

 

 

 

２）ボゴタ市内務局の役割 

 

ア） ボゴタ市関係機関が実施する既存の訓

練コースを実施し、ボゴタ市関係機関の間

で小規模事業に係る訓練コース修了者の

契約促進に関する合意書を締結する。 

イ） 高等審議会との調整の下、受入コミュニ

ティーからの訓練候補生の選定、及び投

降兵士家族の訓練候補者選定において高

等審議会をサポートする。 

ウ） ボゴタ市のもつ起業支援プログラムやマ

イクロファイナンスの制度など、本プロジェ

クトに有益な市のプログラムを訓練修了者

のために提供する。 

エ） プロジェクトでの経験を通じて、ボゴタ市

の投降兵士家族及び受入コミュニティー構

成員の起業・就業支援モデルを構築する。

 

 

 

 

 

 

 

３）SENA の役割 

 

ア） 必要に応じて、既存の労働市場調査結

果の内容を把握する。 

イ） ３）ア)の結果に基づき、投降兵士家族及

び受入コミュニティー構成員に適当な既

存の訓練コースを選定する。 

ウ） 投降兵士家族及び受入コミュニティー構

イ)特定機関による受入コミュニティーの経済

活動調査の実施を監督し、その結果とア．

ア）とのマッチングを行う。 

ウ）投降兵士家族、投降兵士及び受入コミュ

ニティー構成員に対する訓練前オリエンテ

ーションの実施をデザイン及び調整する。

エ)投降兵士家族からの訓練候補生の選定を

行うと同時に、受入コミュニティーからの訓

練候補者選定のためにボゴタ市内務局と

調整する。 

オ)投降兵士家族及び受入コミュニティー構成

員のためのマイクロファイナンスアクセス

支援を行う。 

カ）プロジェクトの活動により起業した者たち

のサービスの活用について、民間・公共セ

クターに働きかける。 

キ)商工会議所などとの連携による訓練後の

投降兵士家族及び受入コミュニティー構成

員の就業を支援する。 

ク)訓練コース修了者の追跡調査・フォローア

ップ実施を調整及び監督する。 

ケ）訓練コース修了者の追跡調査結果を研修

実施機関に提示し、訓練コースの改善を

働きかける。 

コ）プロジェクトでの経験に基づき、投降兵士

家族及び受入コミュニティー構成員への起

業・就業モデルを構築する。 

サ)上記のモデルを全国レベルで、集団・個別

投降兵士の家族（配偶者、子弟）を対象と

して普及する。 

 

２）ボゴタ市内務局・社会経済研究所の役割

 

ア)高等審議会との調整の下、受入コミュニテ

ィーからの訓練候補生の選定を行い、投

降兵士家族の訓練候補者選定において高

等審議会をサポートする。 

イ)ボゴタ市関係機関が既存の訓練コースを

投降兵士家族及び受入コミュニティーの構

成員向けに実施するための調整を行う。 

ウ)プロジェクトの活動により起業した者たちの

サービスの活用について、民間・公共セク

ターに働きかける。 

エ)訓練コース修了者に就業機会を与えられ

るように、ボゴタ市関係機関に働きかけ

る。 

オ)ボゴタ市のもつ起業支援プログラムやマイ

クロファイナンスの制度など、本プロジェク

トに有益な市のプログラムを訓練修了者の

ために提供する。 

カ)プロジェクトでの経験に基づき、高等審議

会との調整の下、ボゴタ市の投降兵士家

族及び受入コミュニティー構成員の起業・

就業支援モデルを構築する。 

 

３）国立職業訓練学校（SENA）の役割 

 

ア)労働市場調査の結果に基づき、投降兵士

家族及び受入コミュニティー構成員に適切

な既存の訓練コースを提案する。 

イ)投降兵士家族及び受入コミュニティー構成

員のための訓練コースを実施する。 

ウ)必要に応じて、投降兵士家族及び受入コミ
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投降兵士家族及び受入コミュニティーのための起業・就業支援プロジェクト    

事前調査 調査・協議結果 
調査項目 過去の調査結果、現状、及び課題 対処方針（案） 調査・協議結果 

 
成員に対する訓練前オリエンテーション

を実施する。 

エ） 投降兵士家族及び受入コミュニティー構

成員のための訓練コースを提供する。 

オ） 必要に応じて、投降兵士家族及び受入コ

ミュニティー構成員のための訓練コース

を研修実施機関に委託する。 

カ） 訓練コース修了者のビジネスプラン作成

支援、マイクロファイナンスへのアクセス

支援などを通じて、起業を促進する。 

キ） 訓練コース修了者を雇用バンクに登録

し、就業支援を行う。 

ク） 訓練コース修了者の追跡調査の結果を

コース内容にフィードバックする。 

ケ） 必要な場合は、コース修了者に再訓練を

実施する。 

 

４）研修実施機関（NGO 等） 

  

ア） 必要に応じて、受入コミュニティーの経済

活動調査の実施と、その結果を投降兵

士の家族のプロファイル分析結果とマッ

チングする。 

イ） 投降兵士家族及び受入コミュニティー構

成員のための訓練コースを SENA からの

依頼により提供する。 

ウ） 訓練コース修了者の追跡調査・フォロー

アップを実施する。 

 

ュニティー構成員のための訓練コースを研

修実施機関に委託する。 

エ)訓練コース修了者の組織化支援、ビジネス

プラン作成支援、マイクロファイナンスへの

アクセス支援などを通じて、起業を促進す

る。 

オ)訓練コース修了者を雇用バンクに登録し、

就業支援を行う。 

カ）必要な場合は、コース修了者に補完訓練

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

４）コンサルタント、特定研修実施機関（NGO、

基金等） 

ア）必要に応じて、受入コミュニティーの経済

活動調査を実施し、その結果を投降兵士

の家族のプロファイル分析結果とマッチン

グする。 

イ）投降兵士家族及び受入コミュニティー構成

員のための訓練コースを SENA からの依

頼により実施する。 

ウ）訓練コース修了者の追跡調査・フォローア

ップを実施する。 

エ）プロジェクトに関連する活動を実施する。

 

１１．事前評価の

実施 

 

 ・ 投入 2 億円未満の小規模案件であり、妥

当性の観点からのみ事前評価を行う。 

・ 対処方針案のとおり妥当性は確認され

た。なお、今次調査にて新たに確認され

た事項は以下のとおり。 

  １）わが国の援助政策との整合性 

2006 年 4 月に開催された ODA タスクフォー

ス経済協力政策協議において、4 つの援助重

点分野のひとつとして「平和の構築」があげら

れた。また、JICA 国別事業実施計画において

も、都市部を主なターゲットエリアとした「国内

避難民等社会的弱者支援プログラム」のなか

で国内避難民や投降兵士を経済的に支えて

いる家族を含む社会的弱者に対して、経済的

自立支援等を中心テーマとして協力を展開し

ていくとしている。 

 

２）相手国のニーズとの一致 

国家開発計画において「国民全体の安全

確保」を第一の基本目的として掲げており、

2006 年 9 月には大統領府に「投降兵士社会・

経済的再統合のための高等審議会」が設置

され、内務・法務省が所管していた「武装集団

の社会復帰プログラム」が同審議会に移管さ

れた。 

現ウリベ政権は治安の回復を重要な政策

テーマに位置づけている。 

 

 

コロンビア外務省及び国際協力庁は 2005

年 2 月に発表された国家開発計画「共同体

国家に向けて 2002-2006」に基づき、「国際

協力戦略」を作成し、6 点を主要テーマとして

取りあげた。本件は同主要テーマのうち、

「国内避難民と人道的支援（組織・制度強化

を含めた総合的な予防・保護・アテンド体制

の確立）」のなかに位置づけられる案件であ

る。また、現在コロンビア政府内において同

「国際協力戦略」の見直しが実施されてお

り、6 つの主要テーマを 3 つの主要テーマに

することが検討されている（本年11月に発表

予定）。本件は新たな主要テーマのうち、「和

解とガバナンス」のなかに位置づけられる重

要な案件である。 

 

-      -18



添付資料２ 
主要面談者リスト 

 
コロンビア側 
 
Ministry of Foreign Affairs 
Ms. Rocio Guzman 
Ms. Sandra Buitrago 

 
Coordinator of International Cooperation Department 
Advisor of International Cooperation Department 
 

Presidential Agency for Social Action and International Cooperation (Accion Social) 
Ms. Rosangela Correa 
Ms. Carolina Porras Rodriguez 
  

Advisor of Official Development Assistance Sub-division 
Advisor of Official Development Assistance Sub-division 

High Council for Social and Economic Reintegration of Armed Persons and Groups 

Dr. Frank Pearl 
Ms. Maria Isabel Agudelo 
Mr. Carlos Andres Henao 
Ms. Luz Fabiola Bonilla 
Mr. Juan Rodrigo Bohorquez 
Mr. Juan Pablo Rojas Acuña 
 

High Advisor 
Director of Economic Reintegration Unit 
Coordinator of Bogota Region 
Coordinator of Occupational Training Group 
Coordinator of Community Work Group 
Advisor of Legal Unit 

Municipal Government of Bogota 
Mr. Andres Restrepo Restrepo 
Ms. Ana Gomez Romero 
 
Mr. Dionisio Henriquez 
 
Mr. Dario Villamizar 
 
Ms. Ines Elvira Roldan 
Ms. Rosario Calle 
 

 
Undersecretary of Coexistance and Citizen Security 
Official of Program on Complementary Assistance for 
Reincorporated Population , Internal Affairs Department 
Official of Program on Complementary Assistance for 
Reincorporated Population, Internal Affairs Department 
Coordinator of Program on Complementary Assistance for 
Reincorporated Population, Internal Affairs Department 
Director of Institute for Social Economy (IPES) 
Coordinator of Bogota Mission Program 
 

National Learning Service (SENA) 

Ms. Edith Olivera Martinez 
Ms. Adriana Martin Esteban 
Ms. Luz Stella Cardelon 
Mr. Juan Pablo Gutierrez 
Ms. Julia Gutierrez De Pineres 

Director of Employment and Labor Division 
Advisor of Employment and Labor Division 
Official of Employment and Labor Division 
Official of Demobilized Asistance Program, Bogota Region 
Director of Promotion and Corporate Relations 

Camara Colombo Japonesa de Comercio e Industria 

Mr. Juan Carlos Mondragon 
Arango 
Ms. Claudia Sanmiguel C. 

Executive Director 
 
Director of SME Programs 

２．主要面談者リスト 
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International Organization for Migration (IOM) 

Mr. Fernando Calado Bryce Programs Director 

Embassy of Netherlands in Colombia 

Mr. M. van Noordenne 
Ms. Hester Jonkman 
 

Counselor 
Second Secretary 

United States Agency for international Development (USAID) 

Ms. Ileana Baca 
 

Director, Office of Demobilization and Reintegration 

 
 
日本側 
 
在コロンビア日本国大使館 
牧内 裕之 
増岡 宏司 
 
JICA コロンビア事務所 
林 和則 
高瀬 直文 
秋山 慎太郎 
山田 真美 
Mr. Oscar Emilio Angel 

 
参事官 
二等書記官 
 
 
所 長 
次 長 
所 員（企画調査員） 
企画調査員「国内避難民等社会的弱者支援（広域）」 
ナショナルスタッフ（技術協力担当） 
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